





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































もたらすことは、1968年に生態学者 Garrett Hardinが著した「共有地の悲劇（The 



































































































旨（Addyston Pipe & Steel Co. v. United States, 175 U.S. 211 （1899））。
（25）「リサイクル等に係る共同の取組に関する独占禁止法上の指針」（2001年６月26日
公正取引委員会公表）参照。同指針では、「事業者が製品の廃棄物について、共同事
業としてリサイクル・システムを構築する場合、リサイクル等に要するコスト（再
資源化施設の利用料金、回収施設の利用料金、運搬料金等）が共通化されるが、当
該製品の販売価格に対するこれらリサイクル等に要するコストの割合が小さい場合
には、当該共同事業が製品市場それ自体の競争に及ぼす影響は間接的であり、独占
禁止法上問題となる可能性は低いと考えられる。」とし、「リサイクル市場（廃棄物
の回収・運搬サービスや廃棄物の再資源化サービスなどの取引に関連する市場をい
う。）を創出し、リサイクル市場において新たに取引機会を拡大するものであること
から、通常は、リサイクル市場における競争を制限するおそれは小さく、独占禁止
法上問題となる可能性は低い。ただし、多数の事業者が共同でリサイクル・システ
ムを構築することにより、既存のリサイクル事業者（廃棄物の回収・運搬業者、再
資源化業者等）の事業活動が困難となり、又は他の事業者がリサイクル市場へ参入
することが困難となることによって、リサイクル市場における競争が実質的に制限
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される場合には、私的独占又は不当な取引制限に該当する。」との考え方が述べられ
ている。
（26）レジ袋の利用抑制のための有料化の共同決定は、現実には、実施段階で困難に逢
着している。本事例３に先立つ同様の事例である栃木市河内郡南河内町及び下都賀
郡国分寺町の地域（現在は、両町の合併により下野市）に所在する食料品等の小売
販売を行うスーパー４社によるレジ袋１枚５円の有料化決定（公正取引委員会は、
平成14（2002）年４月26日、事前相談に対し、これを可とする回答を行った。）も、
レジ袋の有料配布を決定してみたスーパーが、その後、消費者からの苦情・トラブ
ルや売上げ減のマイナス効果が生じて、やむなく中止して、無料配布に戻ったり、
更に、栃木県、下野市や消費者団体などから無料配布の呼びかけがなされるなど、
試行錯誤が続けられている。平成21年12月５日に栃木県内の事業者（12事業者59店
舗）・消費者団体（９団体）・市町・県の４者の間で締結された「栃木県におけるレ
ジ袋削減に関する協定」参照。
（27）公正取引委員会審決集42巻３頁。
（28）前注の審決においても、実定法の法規範性が喪失していないことを前提としてい
る。前注審決集59頁。
（29）公正取引委員会審決集44巻635頁、判時1629号70頁、判タ959号115頁。
（30）伊勢新聞社事件・公正取引委員会勧告審決昭和51（1976）年５月13日審決集23巻
25頁。
（31）法制的にみれば、民法を中心とした市場法が形成した市場の存在を前提として、
そこで期待される公正で自由な競争秩序を損なう事業者の不適切な単独行為または
共同行為を規制することが、独占禁止法の主たる任務である。
（本学法科大学院教授）
